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序章 
国際貿易データを基礎とした貿易指数作成の諸課題 
 
 
野田容助・黒子正人 
 
 
 
はじめに 
 
  世界経済を構成する各国・地域経済は国際依存
のもとで世界経済のダイナミズムに組み込まれ、
その関係はますます国・地域を超えて密接になっ
てきている。国・地域の境を超えて流入、流出す
る財の商取引の内容を記録したものが外国貿易統
計であり、経済統計の中の重要な領域を占めてい
る。輸出入について国・地域間の相対価格変化を
比較するにはすべての国・地域の輸出入価格指数
を共通の方法、通貨単位で作成する必要がある。
しかし、多くの国・地域では価格調査に基づく輸
出入価格指数は作成されておらず、貿易データの
金額を数量で除した単価による単価指数をもって
代替している場合が多い。また指数の計算方式も
国・地域によりまちまちである。そのため、国際
貿易データから共通の方式で輸出入単価指数が推
計される必要性が生じる。 
  国際比較のための国際貿易データとして国際連
合（UN）の統計局国際統計部（International 
Merchandise Trade Statistics Section, Statitics Division; 
IMTSS, UNSD）作成による同Webサイトより得
られるUnited Nations Commodity Trade Statistics 
Database（Comtradeデータ）が広範囲に利用され
ている。ComtradeデータはUN加盟国のうち約250
の国・地域から得られた貿易データで構成されて
いる1。 
アジア経済研究所（IDE）の経常研究のひとつ
である「貿易指数の作成と応用（Ⅵ）」研究会は国
際貿易データの利用の立場から、貿易指数の作
成・評価とそれに基づく国際比較と分析を目的と
している。本研究会における2011年度の研究課題
および方法論は以下の通りである。 
（１）貿易指数の基礎データである国際貿易デー
タ、主としてComtradeデータの利用について考察
すると同時にその整合性を評価、補正する。 
（２）指数分類コードを国際標準産業分類
（ International Standard Industrial Classification;  
ISIC）として貿易指数を作成し、評価する。 
本章は本書の総論として、第1節で国際貿易デ
ータの特徴とその利用について、第2節で貿易指
数の作成と評価について、概略を紹介する。 
 
1． 国際貿易データの特徴とその利用 
 
  外国貿易統計は一般的には通関統計を指してお
り、実際に輸出あるいは輸入された貨物の動きを
税関を通過した時点で把握、集計した実績統計で
ある。各国による外国貿易統計の作成は「経済統
計に関する国際条約」とUNのいくつかの勧告を
基準としている。UNでは統計に関する事項は社
会経済理事会（UN Economic and Social Council）の
下部組織である統計委員会（UN Statistical 
Commision; UNSC）において審議され、「国際貿易
の概念と定義」について1970年にUnited Nations
［1970］が出版されている。その改訂版はUnited 
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Nations［1982］であり、改訂第2版はタイトルが
変更され、International Merchandise Trade Statistics 
Concepts and Definitions, Revision 2（IMTS, Rev.2）
となった（United Nations［1988］）。さらに、United 
Nations［2004］（IMTS Compilers Mannual）とUnited 
Nations［2010］（IMTS 2010）がある2。 
  UN 加盟国は国際貿易の概念と定義に基づいて
貿易データを作成し、UNSD へ提出することが求
められている。UNSDは各国から提出された貿易
データを整備、調整、編集等して International Trade 
Statistics Yearbook Vol.1 Trade by Country（各国別取
引額表）と、同Vol. 2 Trade by Commodity（商品別
取引額表）を出版してきた。2002年からComtrade
データは UNSD の Web サイトからの利用も可能
になり、国際貿易データとして広く利用されてい
る3。 
Comtrade データは国際貿易の概念と定義に従
って統一的に調整と編集が行なわれており、分類
カテゴリーとしては報告国（Reporter code）、輸出
入区分（Trade flow code）、商品分類体系
（Classification）、商品分類コード（Commodity）、
相手国（Partner code）、年（Year）、数量単位（Quantity 
unit）の6種類があり、統計値としてkg表示によ
る重量数量（Quantity net weight (kg)）、数量単位に
基づく数量（Supplementary quantity）、貿易取引金
額（Value）の3種類がある4。 
UNSC は国際貿易の概念と定義や、各国の商品
貿易統計が満たすべき一連の要件を United Na-
tions［2010］（IMTS 2010）にとりまとめて公表し
ている。第１章において熊倉は、IMTS 2010の改
訂がきわめて多岐に渡り、過去の改訂とは質的に
異なると指摘している。また、UNSD は各国に対
して 2011 年分から IMTS 2010 への対応を意識し
た統計を提出するよう求めており、Comtradeデー
タをIMTS 2010に対応させる作業も開始している
ため、IMTS 2010の内容を理解しておくことは、
貿易統計の国際的なスタンダードがどのような方
向に向かっているかを知る上で有意義なだけでな
く、近い将来にComtradeのデータがどのように変
化するかを予想する上でも有益だと述べている。 
  IDE は 1971 年以降の台湾貿易データを独自の
方法により Comtrade データに準拠した内容およ
び形式に変換している5。2006 年 1 月から台湾貿
易データの作成方法について変更があり、その基
準としてUnited Nations［2004］を採用している。
台湾貿易データは2005年以前のものと2006年以
降では輸出入の定義等が異なるため、貿易データ
の利用に際しては十分な注意が必要となる。第 2
章の野田論文は台湾貿易データを Comtrade デー
タに準拠するための、分類カテゴリーの変換のた
めの対応関係コード表、変換のためのデータ処理
について主に述べている。 
 
1.1  商品分類の改訂とその変遷の概要 
 
国際貿易データを利用するにあたって、貿易商
品分類であるUN 作成による標準国際貿易商品分
類（Standard International Trade Classification; SITC）
系列と関税協力理事会（Customs Co-operation 
Cuncil; CCC）の国際統一商品分類（Harmonized 
Commodity Description and Coding System; HS）系列
の使用は避けて通れない6。UN 作成の SITC 分類
体系は SITC の Original（SITC-O）、SITC 改訂版
（SITC Revised）または SITC 改訂第１版
（SITC-R1）、SITC改訂第 2版（SITC-R2）、SITC
改訂第3版（SITC-R3）、SITC改訂第4版（SITC-R4）
の各改訂版が含まれる。CCC作成の分類体系には
関税協力理事会品目表（Customs Co-opration 
Council Nomenclature; CCCN）の分類体系である
「関税品目表 1950 年版」（Brussels Tariff Nomen-
clature; BTN）、「関税品目表1966年版」（CCCN）
と HS 系列が含まれる。HS は HS1988 年版（HS
のOriginalまたはHS1988）、HS1992年版（HS1992）、
HS1996年版（HS1996）、HS2002年版（HS2002）、
HS2007 年版（HS2007）が存在する7。一般に HS
系列は関税率表としての使用を目的としているた 
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図1  UNおよびCCCの作成による商品分類改訂の推移 
 
  1950    1955    1960     1966   1976           1988              2007 
CCC（WCO） 
 
UN 
          BTN            CCCN                   HS1988 HS1996 … HS2007 
     
   SITC-O        SITC-R1         SITC-R2          SITC-R3          SITC-R4 
（出所）山本泰子［1995］に基づき著者作成 
（注）関税協力理事会（Customs Co-operation Council; CCC）と世界税関機構（World Customs Organization; WCO）は同
一機関であり、後者は最近使用されている別の名称である。UN作成の「貿易統計のための最小品目表」（Minimum List 
of Commodity for International Trade Staistics）（1937年発表）については紙面の都合で省略している。Minimum Listを改
訂して作成されたのがSITC-O（1950年）である。 
 
 
め、国内レベルでの貿易データの利用に適してい
る一方、国際レベルでデータベースあるいは経済
分析に利用する分類には SITC 系列が向いている
と言われている。HS系列およびSITC系列ともに
時代にあった商品分類に適合させるため同一系列
であってもそれぞれ商品分類の改訂を繰り返して
いる。図 1 に UN と CCC の作成による商品分類
の推移が示されている。 
貿易データを長期時系列で利用するときには商
品分類の改訂に伴って生ずる接続が問題になるが、
UNSD は商品分類の改訂に合わせて SITC 各改訂
版および HS 各改訂版について新旧商品分類の対
応関係コード表を作成している。対応関係コード
表は2つの体系の異なる分類を結び付けるために
利用される両者の対応関係を明らかにした分類コ
ードの接続の集まりである8。 
ComtradeのWebサイトにはHSおよびSITCの
各改訂版について新分類から旧分類への方向に対
する両者の対応関係コード表が掲載されており、
無料で利用可能である。新分類から旧分類の対応
関係コード表というのは、新分類を HS2007 とす
れば、それよりも旧となる分類はHS2002、HS1996、
HS1992（HS1988）、SITC-R3、SITC-R2、SITC-R1
であるため、新旧の組み合わせから得られる6種
類の対応関係コード表である。HS 各改訂版と
SITC 各改訂版を合わせると全体では 21 種類の新
旧分類の対応関係コード表が存在する9。 
 
1.2  対応関係コード表のグループ化と連結 
 
異なる商品分類を時系列で利用するための試み
として、野田・山本［1995］はSITC-R2とSITC-R3
の対応関係について商品分類の分類コードごとの
接続ではなく、複数の分類コードをグループ化す
ることによって得られた商品グループ間で接続す
る考え方を提案している。異なる分類どうしを結
び付けるには両者の対応関係を明らかにした対応
関係コード表が必要であり、対応関係コード表を
使用する場合には2つの分類がどのような対応関
係にあるかを検討することが重要である。対応関
係コード表の中で分類の核になる閉じた対応関係
にある分類コードの集まりが「グループ」である。
形式的にグループを作るとグループに属する分類
コードの特性の共通性が問題になるが、この点に
ついて野田・山本［1995］は「切断」という方法
でサブグループを作り、共通した特性を持たせる
ことを可能にしている。商品分類に対するグルー
プ化および切断は、異なった新旧商品分類の分類
コード間で接続される対応関係コード表を基礎と
して、この対応関係コード表の中で関連する対応
関係をすべてつなげて商品グループにまとめ、さ
らに、切断によってサブグループ化することによ 
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表2  ComtradeにおけるHS2007（A）とHS2002（B）の対応関係（Correlation table）の例 
 
――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
  A        ex       B            r                          A        ex       B            r  
――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
010110           010110     1:1 * 
 
010594           010592     1:n * 
010594           010593     1:n 
 
030194    ex     030199     n:1 * 
030195    ex     030199     n:1 * 
030199    ex     030199     n:1 * 
 
410390           410310     n:n 
410390    ex     410390     n:n * 
410390    ex     430180     n:n 
410390           430190     n:n 
 
844399    ex     844360     n:n 
844399    ex     844390     n:n * 
844399    ex     847330     n:n 
844399    ex     847340     n:n 
844399    ex     847350     n:n 
844399    ex     851790     n:n 
844399           900991     n:n 
844399           900992     n:n 
844399           900993     n:n 
844399           900999     n:n 
―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
（出所）ComtradeホームページのHS2007とHS2002の対応関係コード表（Correlation table）に基づき著者作成。 
（注）AとBはHS2007とHS2002における6桁レベル分類コードを、exは配分構造が生じているときは ex、そうでな
いときは空白になっている。rはRelationshipであり、対応関係の状態を表している。* はConversion tableから得られ
る対応関係である。 
 
 
表3  グループされたHS2007（ 2A ）とHS2002（ 1A ）の対応関係コード表の例 
 
――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
G    j  t      A         B          A-f  B-f                G    j  t      A         B          A-f  B-f 
――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
0001  1 1    010110    010110      1  1 
 
0013  1 2    010594    010592      2  1 
0013  1 2    010594    010593      2  1 
 
0085  1 3    030194    030199      1  3 
0085  1 3    030195    030199      1  3 
0085  1 3    030199    030199      1  3 
 
 
1817  1 4a   410390    410310      4  1 
1817  1 4a   410390    410390      4  1 
1817  1 4a   410390    430180      4  2 
1817  1 4a   410390    430190      4  2 
1817  1 4a   430180    430170      2  1 
1817  1 4a   430180    430180      2  2 
1817  1 4a   430190    430190      1  2 
 
3816  1 4b   844391    844360      2  2 
3816  1 4b   844391    844390      2  2 
3816  1 4b   844399    844360     10  2 
3816  1 4b   844399    844390     10  2 
3816  1 4b   844399    847330     10  4 
3816  1 4b   844399    847340     10  2 
3816  1 4b   844399    847350     10  2 
3816  1 4b   844399    851790     10  2 
3816  1 4b   844399    900991     10  1 
3816  1 4b   844399    900992     10  1 
3816  1 4b   844399    900993     10  1 
3816  1 4b   844399    900999     10  1 
3816  1 4b   847330    847330      1  4 
3816  1 4b   847340    847340      1  2 
3816  1 4b   847350    847350      1  2 
3816  1 4b   851770    847330      3  4 
3816  1 4b   851770    851790      3  2 
3816  1 4b   851770    852990      3  2 
3816  1 4b   852990    847330      2  4 
3816  1 4b   852990    852990      2  2 
―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
（出所）表2と同じHS2007とHS2002の対応関係コード表に基づきグループ化し、著者作成。 
（注）表2に含まれている分類コードのグループを対象としている。Gはグループの一連番号、jはそのサブグループ
の一連番号、tはサブグループの対応関係のタイプを表す。Aは分類Aの分類コード、Bは分類Bの分類コードを表す。
A-fはAの分類コードの頻度、B-f はBの分類コードの頻度を表す。
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り対応関係をモデル化することである。本書の第
6 章において対応関係のグループ化の方法が示さ
れている。 
グループ内においてAはn個の分類コードから
構成され、Bはm個の分類コードから構成されて
いるとする。さらに対応関係はAからBへ変換す
るという方向を持っているとする。HS2007 と
HS2002 の対応関係コード表を利用してその対応
関係の例を示す。AはHS2007、BはHS2002とす
る。表 2 は Comtrade から得られた HS2007 と
HS2002 の対応関係コード表である。表 3 はこの
対応関係コード表をグループ化した表である。表
3 において各項目の記号とそれが示す内容は次の
ように表される。Gはグループの一連番号、jはそ
のサブグループの一連番号である。基本モデルの
対応関係ではサブグループは存在しないので、グ
ループ化された jはすべて1となっている。tはサ
ブグループの対応関係のタイプを表す。A は分類
Aの分類コード、Bは分類Bの分類コードを表す。
A-fはAの分類コードの頻度、B-f はBの分類コー
ドの頻度を表す。A の分類コードの頻度とは、こ
の分類コードが対応しているBの分類コードの個
数である。表2にはグループという概念は存在し
ていないことに注意すること。AからBの方向に
対するグループの対応関係は4つの対応関係のタ
イプに分けることができる。 
（１）対応関係のタイプ1はAとBのそれぞれの
分類コードが 1 対 1 に対応する関係であり、n と
mが共に1である。このタイプではグループに含
まれる対応する対応関係の個数は 1 である。表 2
において A の分類コード 010110 の対応関係であ
る。Comtradeの対応関係コード表にはグループの
識別は存在しないが、r で表わされた Relationship
が1:1として示されている。 
（２）対応関係のタイプ2はAとBの分類コード
が1対多の対応関係であり、nは1に対して 1>m
である。このグループに含まれる対応関係の個数
はB に含まれる分類コードの個数のm に等しい。
このタイプは変換において配分構造が生じる対応
関係である。表2において、Aの分類コード010594
がBのそれの2つの010592と010593に対応して
いる。この対応関係はAの1個の分類コードに対
してBの複数個の数個の分類コードが対応してい
る状態であることから表2ではRelationshipが1:n
として表わされている。この対応関係をAの分類
コードは 2 個の B の分類コードと対応しており、
Bのそれぞれの分類コードはAの1個の分類コー
ドと対応しているという基準に設定することもで
きる。分類コードが対応する個数、または頻度を
基準とするわけである。表 3 ではグループ G の
0013がこのタイプであり、タイプを表す tは2で
ある。頻度のA-fは 2、B-f はそれぞれ 1 で表わさ
れている。 
（３）対応関係のタイプ3はAとBのそれぞれの
分類コードが多対1の対応関係であり、 1>n に対
してmが1である。タイプ2とは逆に、グループ
に含まれる対応関係の個数はAに含まれる分類コ
ードの個数のnに等しい。このタイプは変換にお
いては統合型の対応関係である。表 2 の B の
030199にAの3個の分類コードが統合される対応
関係である。Relationship がn:1 として表わされて
いる。表 3 においてグループG が 0085 であり、
タイプの tは3である。A-fは1、B-fは3で表わさ
れている。 
（４）対応関係のタイプ4はAとBのそれぞれの
分類コードが多対多の対応関係であり、 1>m で
あり同時に 1>n である。このタイプのグループに
含まれる対応関係の個数について特に決まったパ
ターンは存在しない。このタイプは配分構造と統
合型が共存する対応関係である。表 2 では Rela- 
tionshipがn:nとして表わされている対応関係がグ
ループの一部である。 
本書第7章の野田論文は対応関係のタイプを識
別する方法を紹介しており、対応関係のタイプ 4
はさらにタイプ 4a と 4b とに分けることができる
ことを示している。表2ではグループという概念
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は存在しないため、分類コードの対応関係しか示
されておらず、対応関係のタイプ4における細分
化も行なわれていない。 
（4a）対応関係のタイプ4aはタイプ4の特殊な状
態であり、配分ウエイト行列を推計するときに一
意的な解を持つ対応関係の集まりである。表2で
はこのタイプは判断できない。表3においてGの
0817がこのタイプであり、tは4aと示されている。
このグループの一部で影の付いているAの410390
が表2に示されている。しかし、AとBの関係が
n:n になっているだけでこの表だけからはこれ以
上の対応関係の情報は得られない。 
（4b）対応関係のタイプ4bはタイプ4において配
分ウエイト行列を推計するときに一意的な解を持
たない対応関係の集まりであり、一般的な対応関
係はこのタイプである。表 3 において G の 3816
がこのタイプであり、tは4bと示されている。こ
のグループの一部で影の付いている A の 844399
が表2に示されている。しかし、AとBの関係が
n:n になっているだけでこの表だけからはこれ以
上の対応関係の情報は得られない10。 
 
1.3  SITCとHS各改訂版のグループ化と連結 
 
2 つの分類から得られるグループを拡張した複
数の分類における対応関係の連結とそのグループ
化についても検討されている。本書の第6章は複
数の分類について、連結とグループ化の一般的な
関係について漸化式として導いている。連結され
た分類は表示タイプ1と表示タイプ2の2種類の
表示方法を提案している。 
SITC 各改訂版における連結とグループ化は古
河・野田［1998］で試みられている。連結されて
グループ化された SITC 各改訂版は連結されたグ
ループ番号順に並べられていて SITC の分類コー
ドは昇順あるいは降順に並んでいないため、特定
の分類コードを探し出すのは容易ではない。その
ため、SITCの改訂版ごとに分類コードが昇順に並
んだインデクスが必要となる。連結され、グルー
プ化されたSITC各改訂版は、SITC改訂版ごとに
分類コードを昇順に並べたインデクスと連結され
グループ化された SITC 各改訂版等から構成され
る。古河・野田の連結された SITC 各改訂版には
IDE国際産業連関表の24部門分類（IO24）が対応
しており、SITC各改訂版と IO24の対応関係コー
ドが作成されている11。この対応関係コード表を
利用して IO24 に基づく世界貿易マトリクスを完
成させたのが野田［2003b］である。 
HS 各改訂版を連結し、グループ化したのが本
書第 3 章である。HS 各改訂版の分類コードが
HS1988からHS2007へ向かって推移していく状態
を把握できる。 
 
1.4  本書における関連各章の概要 
 
  本書において国際貿易データの特徴とその利用
にかかわる章は第1章、第2章、第3章、第6章、
第7章である。以下、その概要を紹介する。 
第 1 章の熊倉論文は 2010 年 2 月にUNSC が採
択した IMTS 2010（改訂第3版）をレビューし、
それが世界各国の貿易統計と Comtrade のデータ
にどのような影響をもたらすかを考察している。
今回の IMTS 改訂の中で最も重要なのは経済活動
のグローバル化に伴って既存の統計システムの限
界が目立っていることである。IMTS 改訂第 2 版
以前の版では企業内貿易や関連企業間の貿易の拡
大、国際生産工程分業に伴う中間財貿易の活発化、
サービスの色彩を持つ商品の貿易の増加といった
動向は見通されておらず、IMTS に準拠した貿易
統計によっても国際貿易の実態を正確に把握する
ことが難しくなっていた。国民経済の国際化とサ
ービス化への対応は過去数年間に実施された国民
経済計算や国際収支表などの国際基準の改訂にお
いても重視されており、IMTS 2010ではこれらと
の整合性を確保することも重要な課題となった。
UNSC は Comtrade を商品貿易に関するグローバ
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とデータをIMTS 2010と整合的な形で拡充するよ
うUNSD に要請している。UNSD は 2010 年から
2013年にかけての4年間をIMTS 2010対応のため
の集中作業期間に充て、各国統計局の IMTS 2010
への対応予定の調査、新たに追加された項目のデ
ータの収集といった作業を行っている。 
  台灣財政部關税總局から入手した台湾貿易デー
タのComtrade準拠の方法については、海老原・野
田［2007］［2008］で、商品分類をSITC-R1とす
る長期時系列貿易データ作成方法の概要が示され
ている。第 2 章の野田論文ではこれに加えて
HS2007に対応する方法を述べている。IDEではこ
れまで台湾貿易データをAID-XT基礎データに変
換していたが、Comtradeデータ形式に準拠して変
換する。 
第3章の野田・木下論文は、HSのOriginal版と
各改訂版から得られた新旧分類の対応関係コード
表に対応関係のグループ化と連結の方法を適用し、
HSにおける分類コードの推移の把握を可能して
いる。連結されたHS各改訂版における分類コー
ドの推移は、（1）HS各改訂版に属する分類コー
ドのインデックス（第3章の表6）、（2）連結され
た対応関係の表示タイプ1で表わされる分類コー
ドの推移（第3章の表4）、（3）同じく表示タイプ
2の対にした対応関係コード表から得られる分類
コードの推移（第3章の表5）、から構成されてい
る。また、連結されたHS各改訂版の例として貿
易データをHS2007として、ISICを指数分類とし
て貿易指数を作成するときの変換例も示している。
結果的にはこの変換は、配分構造が生じている対
応関係のタイプ4aあるいはタイプ4bについては、
如何にして配分ウエイト行列を推計するかという
問題に帰着することを示している。 
異なる分類を結び付けるには両者の分類コード
の対応関係を明らかにした対応関係コード表が必
要である。野田［2010］は2つの対応関係コード
表の連結の方法を拡張し、複数存在する対応関係
コード表に対しても共通に存在する分類コードを
基礎に対応関係をグループ化し、連結する方法を
紹介している。第6章の野田論文は野田［2010］
の改訂版であり、対応関係のグループ化における
連結方法の一般化を漸化式として導いている。こ
れによれば、分類 1A , 1, +nA が n+1 種類あり、
nk 1= に対して分類規準の存在しない kA と
1+kA の対応関係コード表が存在し、そのグループ
を 1+kG とする。また、 1A , kA, の連結されたグ
ループが存在し、 kCG とする。改訂版では kA を
軸として、 1+kG と kCG から直接 k+1 種類の連結
された 1A , 1, +kA 対応関係とそのグループであ
る 1+kCG が作成される。 
第7章の野田論文は、対応関係コード表のグル
ープにおけるタイプの識別とその特徴についてで
ある。分類AからBへの方向の対応関係コード表
においてグループ化された分類コードの対応関係
は4つのタイプに分けることができる。その中で
グループ化されたAとBの分類コードが多対多の
対応関係であるのが対応関係のタイプ4である。
このタイプの対応関係において、貿易データ変換
のために必要な配分ウエイト行列を未知数とする
構造方程式を考慮したとき、配分ウエイト行列が
一意の解となるのがタイプ4a、そうではないのが
タイプ4bである。また、配分ウエイト行列の推計
において現時点では現実的で最良な方法はp方式
であるが、この方式を対応関係のタイプ4aに適用
すれば、変換された貿易データには誤差が生じる。
この誤差をなくすための方法がp方式の改訂版で
ある。 
 
2．貿易指数の作成と評価 
 
2.1  貿易単価・金額・数量指数の作成 
 
IDEでは2002年度以降、貿易統計データから貿
易単価・金額・数量指数を作成してきた。表2が
これまでに作成された貿易指数の一覧である。 
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表2  IDEが作成した貿易価格・金額・数量指数 
 
（作成年度） 
 項目 内容 
(2002) 
入力元 
 
IDEの世界貿易データシステム（AID-XT）（SITC各改訂版） 
報告国 アジア 10カ国 
相手国 世界、各国 
基準年方式 報告国・相手国・輸出入区分・アジア国際産業連関表 24部門分類（IO24）ごとに決定す
る固定基準年方式 
指数算出方式 ラスパイレス、パーシェ、フィッシャーの各方式による単価指数 
指数種別 IO24別指数とそれを加重平均した総合指数 
発表媒体 IDE統計資料シリーズ第 87集［2003］ 
(2003) 
入力元 
 
補正済みAID-XT（SITC-R1） 
報告国 日本、韓国、台湾、米国 
相手国 世界のみ 
基準年方式 1965年から始まる 5年ごとの固定基準年方式 
指数算出方式 ラスパイレス、パーシェ、フィッシャーの各方式による単価指数 
指数種別 SITC-R1中分類（2桁レベル分類コード）別指数とそれを加重平均した総合指数 
発表媒体 なし 
(2004) 
入力元 
 
UN Comtrade（SITC-R1）、台湾貿易データ 
報告国 32の国・地域 
相手国 世界のみ 
基準年方式 5年ごとの基準年（固定基準年）および報告年より 1年前（後）の基準年（連鎖基準年）
指数算出方式 ラスパイレス、パーシェ、フィッシャーの各方式による単価指数、金額指数、数量指数 
指数種別 木下・山田による産業 20部門分類別指数とそれを加重平均した総合指数 
発表媒体 IDE統計資料シリーズ第 88集［2005］ 
(2005) 
入力元 
 
UN Comtrade（SITC-R1, R2, R3）、台湾貿易データ 
報告国 アジア 9カ国、米国 
相手国 世界に加え国グループ別の指数も作成 
基準年方式 5年ごとの基準年（固定基準年）および報告年より 1年前の基準年（連鎖基準年） 
指数算出方式 ラスパイレス、パーシェ、フィッシャーの各方式による単価指数、金額指数、数量指数 
指数種別 木下・山田による産業 20部門分類別指数とそれを加重平均した総合指数 
発表媒体 IDE調査研究報告書別冊［2006］ 
(2006) 
入力元 
 
UN Comtrade（SITC-R1, R2, R3）、台湾貿易データ 
報告国 32の国・地域 
相手国 世界に加え国グループ別の指数も作成 
基準年方式 5年ごとの基準年（固定基準年）および報告年より 1年前の基準年（連鎖基準年） 
指数算出方式 ラスパイレス、パーシェ、フィッシャーの各方式による単価指数、金額指数、数量指数 
指数種別 木下・山田による産業 20部門分類別指数とそれを加重平均した総合指数 
発表媒体 IDE統計資料シリーズ第 91集［2007］ 
(2007) 
入力元 
 
UN Comtrade（SITC-R1）、台湾貿易データ 
報告国 38の国・地域 
相手国 報告国・地域と同じ国・地域（二国間） 
基準年方式 報告年より 1年前の基準年（連鎖基準年） 
指数算出方式 ラスパイレス、パーシェ、フィッシャーの各方式による単価指数、金額指数、数量指数 
指数種別 BEC分類の最詳細分類（19分類）別指数 
発表媒体 未発表 
（出所）黒子作成 
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表2（続き） 
 
(作成年度) 
項目 内容 
(2008) 
入力元 
 
UN Comtrade（SITC-R1, R2, R3, HS1988/92, 1996, 2002）、台湾貿易データ 
報告国 38の国・地域 
相手国 世界に加え国グループ別の指数も作成 
基準年方式 報告年より 1年前の基準年（連鎖基準年） 
指数算出方式 ラスパイレス、パーシェ、フィッシャーの各方式による単価指数、金額指数、数量指数 
指数種別 木下・山田による産業 20部門分類別指数とそれを加重平均した総合指数 
発表媒体 IDE統計資料シリーズ第 93集［2009］、IDE Webサイトにて公開 
(2009) 
入力元 
 
中国貿易データ 
報告国 中国 
相手国 世界のみ 
基準年方式 報告年より 1年前の基準年（連鎖基準年） 
指数算出方式 ラスパイレス、パーシェ、フィッシャーの各方式による単価指数 
指数種別 HS先頭 2桁（Chapter）別指数とそれを加重平均した総合指数 
発表媒体 野田容助・黒子正人編［2010］『貿易指数の作成と応用』調査研究報告書 
(2011) 
入力元 
 
UN Comtrade（HS1988/92, 1996, 2002） 
報告国 11の国・地域 
相手国 世界に加え国グループ別の指数も作成 
基準年方式 報告年より 1年前の基準年（連鎖基準年） 
指数算出方式 ラスパイレス、パーシェ、フィッシャーの各方式による単価指数、金額指数、数量指数 
指数種別 ISIC Rev.3別指数とそれを加重平均した総合指数 
発表媒体 IDE統計資料シリーズ第 96集［2012］、IDE Webサイトにて公開予定［2012］ 
 
 
2002 年度は、IO24 別に指数を作成し公表した
（黒子［2003］）。入力元は IDEの整備した世界貿
易データシステム（AID-XT）であった。5年ごと
に基準年を定め、ラスパイレス、パーシェ、フィ
ッシャーの各指数を作成した。個別相手国ごとの
指数であったため、入力データに欠損値が多いこ
とや、SITC 改訂版別の指数が接続されていない、
といった問題点があった。 
2003年度は、SITC-R1ベースに変換・接続され
たAID-XT補正済みデータを入力元として指数を
作成した（黒子［2004］）。これにより指数のすべ
ての年次をひとつの時系列に接続することができ
た。また、SITC-R1 中分類（2 桁レベル分類コー
ド）別に集計したことにより、2002 年の IO24 分
類別では一般機械、電気機械などの機械類が同じ
分類に入ってしまっていたものを別々の分類に分
けることができた。難点としては、指数の外れ値
が多いことであった。これは、入力元として
AID-XT補正済みデータを採用したため、4桁レベ
ル分類コードの商品分類が最詳細の分類である割
合が多く、商品分類の粒度が粗すぎることが原因
であった。 
2004年度は、Webサイトより入手可能になった
Comtrade のデータを入力元として、木下・山田
［1993］の産業20部門分類により集計された指数
を作成した（黒子［2005］）。基準年については従
来の 5 年ごとの固定方式だけではなく、1 年ごと
に基準を変える連鎖方式でも指数を作成した。 
2005 年度は SITC-R1 だけではなく SITC-R2、
SITC-R3 を含めた複数の SITC 改訂版を用いてそ
れらを接続した指数を作成した（黒子［2006］）。
また相手国が世界計のデータだけではなく複数の
個別相手国のデータを用いて相手国グループ（EU、
日本、アジア、北米、その他）別に指数を作成し
た。2004 年度までの指数は 1995 年を中心にして
前後で指数の向きが違っていたが、すべて前向き
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に統一した。 
2006年度は、2005年度と同じ方式で報告国・地
域を拡大して指数を作成した（Kuroko［2007］）。 
2007年度は、38の報告国・地域の二国間貿易に
ついて国連の BEC 分類初版により集計した指数
を作成した（黒子［2008］）12。 
2008年度は、38の報告国・地域について、SITC
各改訂版と HS の各改訂版のデータを使用して指
数を作成し、それらを接続した（黒子［2009］）。
これにより各国が国連に報告するデータに最も近
い商品分類で指数を作成することが可能になった。 
2009 年度は、入力元データとして Comtrade デ
ータではなく、中国貿易統計のオリジナルデータ
を用いてそれまでと同様の方法により単価指数の
作成を試みた（黒子［2010］）。 
2011年度は、国際標準産業分類（ISIC）別の指
数を作成した（本書第 2 部参照）。2009 年ごろか
ら Comtrade データの重量や数量の項目には
Comtrade による推計値が含まれるようになった。
輸出入金額をこの推計値で除して単価を計算し、
国際間や時系列での比較に用いるのは不適切であ
ることが熊倉［2011］で指摘されている。Comtrade
の推計された重量・数量のデータは単価指数の計
算には使用しないように修正した。 
 
2.2  貿易単価指数の評価 
 
 IDE が作成した貿易単価指数の評価については、
2002年度以降、主に研究会委員の木下宗七が担当
した。以下にこれまでの評価結果の概略を紹介す
る。 
木下［2003］では IDE が作成した IO24 部門分
類別指数と4つの国・地域（米国、韓国、日本、
台湾）の政府機関が作成した価格指数とを対数線
形回帰により比較している。国・地域と部門によ
り相関度は様々であるが、例えば米国労働省
（BLS）が作成した価格指数（総合）と IDE指数
との相関度は低く、そのひとつの理由として IDE
指数の単価指数の変動の振幅が大きいことを指摘
している。 
 木下［2005］では、IDE が作成した固定基準年
による指数と米国BLS等の4ヶ国・地域の政府機
関による指数との比較、同一部門での4ヶ国・地
域の IDE指数の比較を行っている。さらに、基準
年方式が固定型と連鎖型のIDE指数を線形回帰に
より相関度の比較を行なっている。IDE の連鎖型
指数には、米国の機械類のカバレッジが低いこと
や、指数に不規則な変動がみられるなどの点で、
固定式指数と同様の問題があることが指摘されて
いる。 
 木下［2007］は、IDE 作成の指数を用いて、各
国の輸出物価の変動を各国共通の決定要因とし、
個々の国に特有の要因を潜在要因によるものと考
え、それらを各国間の輸出物価系列の相関行列に
基づいて推定する、いわゆる主成分分析（Principal 
Component Analysis）によるアプローチによる評価
を行なった。各国共通の決定要因のウェイトがど
の程度かを主成分分析により明らかにした。その
結果、変化率式でもほぼ60％以上が共通要因で説
明され、西ヨーロッパの国ではアジアやアメリカ
に比べて、共通要因の寄与度が大きいことが明ら
かにされている。 
 木下［2009］は、SITC、HS の各改訂版のデー
タによる指数がIDEにより作成されたことを受け
て、品目分類の詳細度が指数に与える影響を評価
したものである。SITC-R1 データのみによる指数
（SITC 指数）と、SITC と HS の各改訂版のデー
タを使った指数（HS 指数）の比を品質指数と定
義し、品質指数の年間平均変化率を算出して国・
地域ごとに評価した。結論として、いくつかの部
門、いくつかの国で、SITC指数は同じ商品におけ
る品質の上昇（高機能化、大型化）の影響を含ん
でおり、それらの影響を調整できる HS 指数に比
べ、過大評価となる傾向があるということができ
る、としている。さらに、6 桁レベル分類コード
の HS よりも各国の 9 桁レベル分類コード以上の
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HS のデータを用いることができれば、真の物価
指数により近い指数を推計することができると考
えられる、としている。 
 
2.3  その他の貿易関連指数の作成と評価 
 
 IDEでは2002年以降、貿易単価・金額・数量指
数以外にその他の貿易関連指数として、産業内貿
易（Intra-Industry Trade; IIT）指数、顕示的比較優
位（Revealed Comparative Advantage; RCA）指数、
貿易結合度指数（Trade Intensity Index）などが作成
され分析された。IIT指数に関する文献は、深尾・
石戸［2003］、野田・深尾［2008］、Oguro［2008］、
熊倉［2009］が挙げられる。IIT指数のデータは、
野田［2005b］、および野田・黒子［2006］に収録
されている。RCA 指数に関する文献は、梶原
［2003］［2004］［2005］［2007］、吉野［2010］［2011］、
野田・吉野［2011］、弦間［2011］、本書第 5 章が
挙げられる。RCA指数のデータは、野田［2003a］
［2005a］、および野田・黒子［2006］に収録され
ている。貿易結合度に関して熊谷［2011］がある。 
 
2.4  本書における貿易指数の作成と評価 
 
 本書第4章の熊倉・黒子論文は、日本の財務省
の貿易単価指数と日本銀行の輸出入物価指数を比
較すると輸出指数の上昇率が輸入指数に比べて乖
離していることについて分析を行なったものであ
る。この乖離に注目する既存文献では、輸出単価
指数の輸出物価指数に対する比率（輸出価格比率）
の上昇をもって日本の輸出財の高度化や高付加価
値化の指標としている。熊倉・黒子は ISICに準拠
した9産業分類別に両指数を再構成し、ラスパイ
レス式に指数算式を統一した上でそれらを比較し
た。すると、輸出価格比率が顕著に上昇している
のはコンピュータ・オフィス機器と情報通信機
器・電子部品であった。さらに輸出価格比率と当
該産業の付加価値の変化率や輸出シェアの変化率
の間に明瞭な相関関係はみられなかった。これら
のことから熊倉・黒子は既存文献の主張は妥当で
ないという結論を導いている。 
 本書第 5 章のMitsuo 論文は、1992 年から 2010
年までの中国の輸出について産業別に金額を集計
するとともに産業別の顕示的比較優位（RCA）指
数を算出した。産業分類は木下・山田（1993）に
倣い、Eurostat の ISIC と SITC の対応表により 21
産業とした。その結果、資本集約的産業の「事務
用、会計及び計算機械製造業」のRCA指数は0.97
から3.03に上昇し、労働集約的産業の「繊維・繊
維製品、革・革製品」のRCA指数は4.13から3.20
へ推移した。Mitsuo は、同期間の中国の輸出は、
資本集約的産業と労働集約的産業による輸出の併
存により特徴づけられるとしている。 
 
おわりに 
 
  本書はアジア経済研究所の経常研究会「貿易指
数の作成と応用（Ⅵ）」における成果の一部を取り
まとめたものである。本書は第1部の国際貿易デ
ータの特徴とその目的、貿易指数の作成と評価、
第2部の資料編から構成されている。 
本書は貿易データと貿易指数に限ってまとめら
れているが、これらの成果が、より一般的な貿易
データを利用した貿易構造あるいは産業構造を考
慮する際にもいろいろな場面で示唆を与えるもの
になることを願っている。 
 
 
                                                        
1 Comtradeの約250の報告国・地域のなかには、かつ
て独立した国や関税地域であったものも含まれる。例え
ば、Peninsula Malaysia、Sabah、Sarawak（1964年以降
Malaysia）、Ryukyu Isd（1972年以降 Japan）などである。 
2  IMTSの改訂第3版が IMTS 2010である。参考文献
のUnited Nations［2010］を参照のこと。日本を例にと
れば、各国が作成する外国貿易統計の作成とその基準は
「関税関係基本通達」の中の「外国貿易等に関する統計
基本通達」である。統計作成についての項目は統計の種
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類（一般貿易や特殊貿易等）、統計地域（統計が適用さ
れる地域）、統計期間（原則として歴年および歴月）、
貨物の商品分類、貨物の数量、貨物の価格と単位（輸出
はFOB、輸入はCIF）等が規定されている。 
3  詳細な国別・主要商品別・主要相手国別の貿易統計
を収録したCommodity Trade Statistics, Series Dがかつて
出版されていたが、1995年以降は刊行されていない。
Monthly Bulletin of Statisitcs, Series Q には月次の貿易統
計、貿易指数が掲載されている。パソコンで利用可能な
貿易統計データを収録したCD-ROM（PC/TAS : trade 
analysis system on personal computer）が International Trade 
Centre UNCTAD/WTOより刊行されている。 
4 2009年ごろより、Comtradeデータの重量と数量には、
UNが推計したものが含まれるようになり、推計重量
（数量）のデータであることを示すために、推計区分
（estimation flag/code）の項目が付加された（Reister and 
Muryawan［2009］）。 
5  磁気テープで各国政府機関に提供されていた旧・UN
貿易統計データでは、報告国・地域が台湾のデータにつ
いては1970年までしか利用できなかった。また、UNSD 
Webサイトから得られるComtradeデータには報告国・
地域が台湾のデータは含まれていない。そのため IDE
は 1971年以降の台湾貿易データを独自の方法により
Comtradeデータに準拠した内容および形式に変換・作
成している。 
6  最近ではCCCではなくその作業名である世界税関
機構（World Customs Organization：WCO）の方が広く
知られている。 
7  HS1992における改訂は分類構造の変更を伴わない
ものであった（Yu［2008］）。そのため、HS1988とHS1992
は同一視されることが多く、Comtradeでは、両者を合
わせてHS1992と表示されている。 
8  HSおよびSITC各改訂版における新分類から旧分類
への対応関係コード表は詳細な対応関係（Correlation 
table）と貿易データを変換するために使用される対応関
係（Conversion table）の 2つが存在する。すなわち、
Correlation tableは新分類から旧分類の対応に対して、前
者は1つの分類コードに後者の複数個の分類コードが
対応する配分構造を含んでいる。後者は配分構造の存在
しない統合型のみの対応関係である。 
9  ComtradeのWebサイトには、これら以外に、BEC、
SITC-R4の対応表もあり、全部で 26種類の対応コード
表が掲載されている。 
 
10  表2と表3の違いはグループ化されているかどうか、
そのグループにおける対応関係のタイプの識別が存在
しているかどうかである。表3のGが 0085はタイプ3
であり、このグループに含まれているAの分類コード
は 410390、430180、430190の3個である。グループ化
されているときはグループを昇順に並べるとこの3個
の分類コードはグループ内で隣接する。しかし、表2
では分類コードの昇順に並べられるため分類コードが
類似した番号でなければ離散することがある。このよう
な状態はタイプ4aやタイプ4bでは顕著に表れてくる。
本章では紙面の都合で省略しているが、表3を利用すれ
ば対応関係の図示も容易になる。本書では直接な関係は
ないが、配分ウエイト行列を推計するにはグループ化さ
れている対応関係コード表の存在は必須である。 
11  国際産業連関表の24部門分類（IO 24部門分類）は
Asian International Input-Output Project, Institute of Devel-
oping Economies［2001］にある2. Sector Classification 
（Intermediate Sector）の 24 Sectors classification を参照。 
12  BEC（Broad Economic Categories）は、国連により1971
年に初版が制定された経済分類で、SITCと比べてより
広範な経済分類として作成された。食料、産業用品、資
本財、耐久消費財、非耐久消費財が区分されているほか、
素材・加工品、産業用・非産業用の区分もされている。 
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